
 

議案第１１９号 

さいたま市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２４年９月１２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市市税条例の一部を改正する条例 

さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（市民税の申告） （市民税の申告） 
第２８条 第１４条第１項第１号の者は、３月１５

日までに、規則で定める申告書を市長に提出しな

ければならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公

的年金等支払報告書を提出する義務がある者から

１月１日現在において給与又は公的年金等の支払

を受けている者で前年中において給与所得以外の

所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８

条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企

業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額

若しくは法第３１４条の２第５項に規定する扶養

控除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額若し

くは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に

規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定

する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは

第２４条の２第１項（同項第４号に掲げる寄附金

（特定非営利活動促進法第２条第３項に規定する

認定特定非営利活動法人及び同条第４項に規定す

る仮認定特定非営利活動法人に対するものを除く。

第５項において同じ。）に係る部分を除く。）及

び第２項の規定によって控除すべき金額（以下こ

第２８条 第１４条第１項第１号の者は、３月１５

日までに、規則で定める申告書を市長に提出しな

ければならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公

的年金等支払報告書を提出する義務がある者から

１月１日現在において給与又は公的年金等の支払

を受けている者で前年中において給与所得以外の

所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８

条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企

業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、寡婦（寡夫）控除額、勤労学生控除

額、配偶者特別控除額若しくは法第３１４条の２

第５項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと

併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、

法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控

除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑損失

の金額の控除若しくは第２４条の２第１項（同項

第４号に掲げる寄附金（特定非営利活動促進法第

２条第３項に規定する認定特定非営利活動法人及

び同条第４項に規定する仮認定特定非営利活動法

人に対するものを除く。第５項において同じ。）

に係る部分を除く。）及び第２項の規定によって



 

の条において「寄附金税額控除額」という。）の

控除を受けようとするものを除く。以下この条に

おいて「給与所得等以外の所得を有しなかった者

」という。）及び第１５条第２項に規定する者（

施行規則第２条の２第１項の表の上欄の⑵に掲げ

る者を除く。）については、この限りでない。 

控除すべき金額（以下この条において「寄附金税

額控除額」という。）の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得等以外

の所得を有しなかった者」という。）及び第１５

条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１

項の表の上欄の⑵に掲げる者を除く。）について

は、この限りでない。 
２～９ ［略］ ２～９ ［略］ 
  

附 則 附 則 
 （法附則第１５条第２項第６号の条例で定める割

合） 
 

第１８条の２ 法附則第１５条第２項第６号に規定

する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。

 

  
（旧民法第３４条の法人から移行した法人等に係

る固定資産税の特例の適用を受けようとする者が

すべき申告） 

（旧民法第３４条の法人から移行した法人等に係

る固定資産税の特例の適用を受けようとする者が

すべき申告） 
第５５条 ［略］ 第５５条 ［略］ 

  
第５５条の２ 法附則第４１条第１５項各号に掲げ

る固定資産について同項の規定の適用を受けよう

とする者は、次に掲げる書類を市長に提出しなけ

ればならない。 

 

 ⑴ 当該固定資産を事業の用に供する者が法附則

第４１条第１５項に規定する特定移行一般社団

法人等（以下この条において「特定移行一般社

団法人等」という。）に該当することを明らか

にする書類 

 

 ⑵ 次に掲げる事項を記載した書類  
  ア 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受

けようとする土地の所在、地番、地目及び地

積並びにその用途 

 

  イ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受

けようとする家屋の所在、家屋番号、種類、

構造及び床面積並びにその用途 

 

  ウ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受

けようとする償却資産の所在、種類及び数量

並びにその用途 

 

 ⑶ 特定移行一般社団法人等が幼稚園、図書館又

は博物館法第２条第１項の博物館（次号及び第

５号において「博物館」という。）を設置した

年月日を記載した書類 

 

 ⑷ 特定移行一般社団法人等が当該固定資産を直

接保育、図書館又は博物館の用に供し始めた時

期を記載した書類 

 

 ⑸ 当該固定資産が特定移行一般社団法人等で幼

稚園、図書館又は博物館を設置するものの所有

に属しないものである場合にあっては、前各号

 



 

に掲げるもののほか、当該固定資産を当該特定

移行一般社団法人等に無料で使用させているこ

とを証する書類 
  
（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係

る譲渡期限の延長の特例） 
 

第５６条の２ その有していた家屋でその居住の用

に供していたものが東日本大震災（平成２３年３

月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこ

れに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。

）により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年

法律第２９号。以下「震災特例法」という。）第

１１条の６第１項に規定する滅失をいう。以下こ

の項において同じ。）をしたことによってその居

住の用に供することができなくなった所得割の納

税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用

に供されていた土地又は当該土地の上に存する権

利の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定

する譲渡をいう。）をした場合には、附則第３８

条第１項中「第３６条」とあるのは「第３６条（

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）

第１１条の６第１項の規定により適用される場合

を含む。）」と、「同法第３１条第１項」とある

のは「租税特別措置法第３１条第１項」と、附則

第３９条第３項中「第３７条の９の５」とあるの

は「第３７条の９の５（東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１

１条の６第１項の規定により適用される場合を含

む。）」と、附則第４０条第１項中「租税特別措

置法第３１条の３第１項」とあるのは「東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第１１条の６第１項の規定により適用

される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、

附則第４１条第１項中「第３６条」とあるのは「

第３６条（東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律第１１条の６第１

項の規定により適用される場合を含む。）」と、

「同法第３２条第１項」とあるのは「租税特別措

置法第３２条第１項」として、附則第３８条、附

則第３９条、附則第４０条又は附則第４１条の規

定を適用する。 

 

２ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けようと

する年度分の第２８条第１項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたもの及びその時ま

でに提出された第２９条第１項の確定申告書を含

む。）に、前項の規定の適用を受けようとする旨

の記載があるとき（これらの申告書にその記載が

 



 

ないことについてやむを得ない理由があると市長

が認めるときを含む。）に限り、適用する。 
  
（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除

の適用期間等の特例） 
（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除

の適用期間等の特例） 
第５７条 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき震災特例法第１３条第１項の規定の適用を受

けた場合における附則第１５条の３及び附則第１

５条の３の２の規定の適用については、附則第１

５条の３第１項中「租税特別措置法第４１条又は

第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の

被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律（平成２３年法律第２９号）第１３条第１項

の規定により読み替えて適用される租税特別措置

法第４１条又は同項の規定により適用される租税

特別措置法第４１条の２の２」と、「法附則第５

条の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第３

項の規定により読み替えて適用される法附則第５

条の４第６項」と、附則第１５条の３の２第１項

中「租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の

２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条第

１項の規定により読み替えて適用される租税特別

措置法第４１条又は同項の規定により適用される

租税特別措置法第４１条の２の２」と、「法附則

第５条の４の２第５項」とあるのは「法附則第４

５条第３項の規定により読み替えて適用される法

附則第５条の４の２第５項」と、同条第２項第２

号中「租税特別措置法第４１条の２の２」とある

のは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定

により適用される租税特別措置法第４１条の２の

２」とする。 

第５７条 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律

の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９

号）第１３条第１項の規定の適用を受けた場合に

おける附則第１５条の３及び附則第１５条の３の

２の規定の適用については、附則第１５条の３第

１項中「租税特別措置法第４１条又は第４１条の

２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成

２３年法律第２９号）第１３条第１項の規定によ

り読み替えて適用される租税特別措置法第４１条

又は同項の規定により適用される租税特別措置法

第４１条の２の２」と、「法附則第５条の４第６

項」とあるのは「法附則第４５条第３項の規定に

より読み替えて適用される法附則第５条の４第６

項」と、附則第１５条の３の２第１項中「租税特

別措置法第４１条又は第４１条の２の２」とある

のは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定

により読み替えて適用される租税特別措置法第４

１条又は同項の規定により適用される租税特別措

置法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の４

の２第５項」とあるのは「法附則第４５条第３項

の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４の２第５項」と、同条第２項第２号中「租税

特別措置法第４１条の２の２」とあるのは「東日

本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第１３条第１項の規定により適用

される租税特別措置法第４１条の２の２」とする。

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震

災特例法第１３条第３項若しくは第４項又は第１

３条の２第１項から第５項までの規定の適用を受

けた場合における附則第１５条の３及び附則第１

５条の３の２の規定の適用については、附則第１

５条の３第１項中「法附則第５条の４第６項」と

あるのは「法附則第４５条第４項の規定により読

み替えて適用される法附則第５条の４第６項」と、

附則第１５条の３の２第１項中「法附則第５条の

４の２第５項」とあるのは「法附則第４５条第４

項の規定により読み替えて適用される法附則第５

条の４の２第５項」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき東

日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律第１３条第３項若しくは第４項

又は第１３条の２第１項から第５項までの規定の

適用を受けた場合における附則第１５条の３及び

附則第１５条の３の２の規定の適用については、

附則第１５条の３第１項中「法附則第５条の４第

６項」とあるのは「法附則第４５条第４項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条の４第

６項」と、附則第１５条の３の２第１項中「法附

則第５条の４の２第５項」とあるのは「法附則第

４５条第４項の規定により読み替えて適用される

法附則第５条の４の２第５項」とする。 
  
 （個人の市民税の税率の特例）  
第５９条 平成２６年度から平成３５年度までの各  



 

年度分の個人の市民税に限り、均等割の税率は、

第１８条第１項の規定にかかわらず、同項に規定

する額に５００円を加算した額とする。 
  

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２８条第１項の改正は、平

成２６年１月１日から施行する。 

 （個人の市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後のさいたま市市税条例第２８条第１項の規定は、平成

２６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２５年度分までの個人

の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 この条例による改正後のさいたま市市税条例附則第１８条の２の規定は、平

成２４年４月１日以後に取得された地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第

１５条第２項第６号に規定する除害施設に対して課すべき平成２５年度以後の年度

分の固定資産税について適用する。 


